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（例規 77） 
個人用防護装備防護マスク専用眼鏡の管理要領について（通達） 
標記について、別紙「個人用防護装備防護マスク専用眼鏡の管理要領」のと

おり実施されたい。 
なお、陸幕化第 11 号（９．２．６）「防護マスク用視力補助具の管理要領に

ついて（通達）」（例規 77）は、廃止する。 
添付書類：別紙「個人用防護装備防護マスク専用眼鏡の管理要領」 
別 紙 

個人用防護装備防護マスク専用眼鏡の管理要領 
 

１ 目的 
  ００式個人用防護装備及び１８式個人用防護装備防護マスク専用眼鏡（以
下「専用眼鏡」という。）の供用対象者並びに検眼、調達及び補給管理要領
を定め、専用眼鏡の適切な管理を図る。 

２ 供用対象者 
専用眼鏡は、次の各号に掲げる者が供用することができる。 

(1) 裸眼視力がいずれか一方の目でも 0.5 以下の者 
(2) 大型免許（けん引免許含む。）又は大型特殊免許を有し車両の操縦にか 
   かわる者にあっては、裸眼視力がいずれか一方の目でも 0.7 以下の者 

３ 専用眼鏡の割当等 
(1) 陸上総隊、方面隊及び防衛大臣直轄部隊に対する専用眼鏡の割当数は、 
   年度業務計画及び陸上幕僚長が別に定める計画（以下「年度業務計画等」 
   という。）による。 
(2) 専用眼鏡は、防護マスクの附属品であり、保有基準を定めないものとす 
   る。 
４ 検眼の実施及び報告 
(1) 陸上総隊司令官、方面総監及び防衛大臣直轄部隊等の長（以下「方面総 
   監等」という。）は、供用対象者に対して、自衛隊中央病院又は陸上幕僚 
   長の監督を受ける自衛隊病院（以下「自衛隊病院」という。）において検 
   眼を実施させるものとする。 
    自衛隊病院で眼科の診療がない等のやむを得ない理由により自衛隊病院 
   で検眼が実施できない場合は、指揮系統を通じて陸幕又は方面総監部等と 
   の調整により部外病院を利用できるものとする。 
(2) 前号に示す検眼を実施した自衛隊病院長等は、防護マスク用専用眼鏡検 

  殿 



   眼証明書（付紙第１）（以下「検眼証明書」という。）を発行し、受検者 
   に交付する。 
(3) 検眼証明書を交付された受検者は、部隊に検眼証明書を提出し、提出を 
   受けた部隊は、「陸上自衛隊における保有個人情報等の安全管理等に関す 
   る達」に基づき保有個人情報等の管理区分を決定して接受するとともに、 
   標準文書期間に基づき保存期間を設定し管理する。 
(4) 方面総監等は、当該年度に割当てを受けた人員分の検眼証明書に基づき 
   防護マスク用専用眼鏡検眼結果（付紙第２）（以下「検眼結果」という。 
   ）を作成し、年度業務計画等に示す時期までに陸上幕僚長に検眼結果を報 
   告するとともに、検眼結果及び検眼結果集計表（付紙第３）を支援担当補 
   給処長（以下「補給処長」という。）及び補給統制本部長に通知するもの 
   とする。 
５ 調達・補給 

補給統制本部長は、前項により通知を受けた検眼結果及び検眼結果集計表 
  に基づき保管している専用眼鏡の再利用及び調達・補給を行うものとする。 
    この際、こん包条件及び納地を指定するものとする。 
６ 受領及び初度交付 
(1) 補給処長は、第４項により通知を受けた検眼結果及び検眼結果集計表を 
   もって受領検査を行うものとする。この際、受領検査はこん包単位ごとに 
   行うものとする。 
(2) 補給処長は、受領した専用眼鏡を陸上自衛隊補給管理規則（陸上自衛隊 
   達第 71－５号（１９．１．９）（以下「規則」という。））第２６条に規 
   定する補給系統により使用部隊等に推進補給するものとする。 
７ 供用・記録及び保管 
(1) 分任物品管理官は、専用眼鏡を受領したならば、電算機処理により供用 
   し、防護マスク用専用眼鏡備付一覧表（付紙第４）（以下「備付一覧表」 
   という。）により管理する。 
     この際、備付一覧表は２部作成し、１部を分任物品管理官が管理し、１ 

    部を専用眼鏡に添えて、取扱主任に交付するものとする。 
(2) 取扱主任は、次の各号に掲げる要領により管理するものとする。 

    ア 分任物品管理官から備付一覧表を受領後、隊員に専用眼鏡を供用す 
   る。 
        この際、検眼証明書に製造番号を記載するとともに専用眼鏡ケースに 
      任意の要領で使用者の氏名を記載するものとする。 
    イ 防護マスク４形が００式個人用防護装備又は１８式個人用防護装備（ 
      以下「個人用防護装備」という。）に換装され、防護マスク４形用視力 
      補助具を供用する必要がないと判断される場合、速やかに補給処に後送 
      するものとする。 

ウ 次項の規定に基づきレンズのみの交換を行う場合は、作業要求命令書 
  により所要の処置を行うとともに、備付一覧表の所要事項を修正し、隊 
  員に専用眼鏡を供用する。 

８ 損耗等に伴う請求手続 
初度交付を受けた使用部隊等の長が専用眼鏡及びレンズを次の各号に掲げ 

  る理由により請求する場合は、規則第５１条の規定により請求するものとす 
  る。 
(1) 個人用防護装備整備実施規定（部隊整備用）のそれぞれの交換基準に該 
   当する場合 
(2) 近視度の進行等により交換を必要とする場合 

９ 入校、人事異動、退職時及び交換時の措置 
(1) 専用眼鏡の交付を受けている隊員が入校する場合で携行が必要なときは 
   取扱主任は入校間、備付一覧表に「入校携行中」であることを明記するも 
   のとする。 
(2) 専用眼鏡の交付を受けている隊員が異動する場合は、人事異動発令に基 



   づき管理換するものとする。この場合、専用眼鏡は異動者本人に携行させ 
   る。 
     また、専用眼鏡交付予定隊員が初度交付を前に異動した場合、補給処は 
   異動前の使用部隊等に交付し、異動後の使用部隊等に管理換するものとす 
   る。 
(3) 専用眼鏡を供用されている隊員が、陸上自衛隊以外の国の機関に異動す 
   る場合は、次のとおり行うものとする。 

ア 異動前の使用部隊等の長は、補給統制本部長に新所属を通知し、専用 
  眼鏡を補給系統に従い関東補給処に後送する。 
イ 関東補給処長は、後送された専用眼鏡を保管するものとする。 
ウ 隊員が陸上自衛隊の部隊等に異動した場合、異動先の使用部隊等の長 
  は、補給統制本部長に異動発令を通知（付紙第５）するものとする。 
エ 補給統制本部長は、上記に基づき、専用眼鏡を補給系統に従い推進補 
  給するものとする。 

(4) 国際機関に派遣された場合、前号に準じて行うものとする。 
(5) 専用眼鏡の交付を受けている隊員が退職する場合及び前項第２号により 
   専用眼鏡を交換した場合は、補給系統を通じて専用眼鏡を補給処へ後送す 
   るものとする。 

10 補給処の在庫管理 
(1) 補給処長は、使用部隊等から後送された専用眼鏡を年度ごとに取りまと 
   め、関東補給処長に後送するものとする。 
(2) 関東補給処長は、後送された専用眼鏡を保管するとともに、保管する専 
   眼鏡の検眼結果一覧（書式は付紙第３のとおりとする。）を作成し、補給 
   統制本部長に通知する。 
(3) 補給統制本部長は、関東補給処長からの検眼結果一覧により専用眼鏡を 
   管理し、再利用、保管及び処分の指示をするものとする。 
(4) 保管している専用眼鏡を再利用する場合は、レンズ、フレーム及び専用 
   眼鏡ケースを利用する。レンズを再利用する場合は、検眼データの一致し 
   た隊員のみとする。  



付紙第１ 

製造番号： 

防護マスク用専用眼鏡検眼証明書 

区  分  個人用防護装備防護マスク専用眼鏡 

所  属   

階  級   氏  名   認  番 Ｇ 

生年月日 （   歳） 検眼年月日   

検査機関名： 

                     検査責任者： 

 製造番号は専用眼鏡交付後に記載する。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 



 
 

 



付紙第５ 

異動通知記載例  

 

 


